
対象校No. 学校コード F123310106540

変更年度 令和 7年度

計画の区分： 大学の収容定員に係る学則変更

愛知学院大学 経済学部 経済学科

　　担当部局（課）名 大学教学改革推進企画室

　　　職名・氏名 事務
ジ ム

長
チョウ

・髙原
タカハラ

紀明
ノリアキ

　　　電話番号　　 0561-73-1111（内線：1051）

　　　（夜間）　　

　　　ｅ－mail　　 suishin@dpc.agu.ac.jp

　　　　３　認可時から大学の名称変更があった場合には、表題には現在の名称を記載し、
　　　　　その下欄に（　　）書きにて、旧名称を記載してください。
　　　　　例）　○○大学（旧名称：◇◇大学（平成◇◇年度より名称変更））

　作成担当者

(注)　１　対象校No.については、「【別紙】令和７年度AC報告書提出対象学科等.pdf」より、該当番号を記載してください。

　　　　　なお、該当がない場合は、本番号は学校基本調査での「学校コード」と同様の番号ですので、

　　　　　https://www.mext.go.jp/b_menu/toukei/mext_01087.html

認可

学校法人　愛知学院

収容定員に係る学則変更を行った大学の履行状況報告書

　　　　　当該番号を記載してください。

　　　　２　学校コードについては、以下URLを確認の上、該当番号を記載してください。

令和７年５月１日現在

注２

注2

注１
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変　　更　　時 変　更　状　況 備　　　考

（ コジマ　タイドウ ） （ タツヤ　ケンコウ ）

小島　泰道 龍谷　顯孝

（令和4年10月） （令和6年10月）

（ ヒキタ　ヒロミチ ） （ キムラ　ブンキ ）

引田　弘道 木村　文輝

（令和2年4月） （令和6年4月）

（ ヨシダ　マサヒコ ） （ ワタナベ　タカトシ ）

吉田　雅彦 渡邉　隆俊

（令和3年4月） （令和7年4月）

　　　　（〒470－0195　愛知県日進市岩崎町阿良池12）

　　　・対象学部等が複数のキャンパスに所在する場合には、複数のキャンパスの所在地をそれぞれ記載して

１　調査対象大学等の概要等

（１） 設　置　者

　　　　学校法人　愛知学院

（２） 大　学　名

　　　〒462-8739 名古屋市北区名城3-1-1

（３） 調査対象大学等の位置

　　　　愛知学院大学

　　　（　）書きで記入してください。

　　　　　　　令和７年度に報告する内容　→（７）
　　　・昨年度の報告後から今年度の報告時までに変更があれば、「変更状況」に赤字にて記載（昨年度までに報告

任期満了のため（６）

学 部 長

学科長等

　　　・大学独自の職名を設けていて当該職位がない場合は、各職に相当する職名の方を記載してください。
　　　・対象学部等が複数の場合には、それぞれ記載してください。

　　　　された記載があれば、そこに赤字で見え消し修正）するとともに、上記と同様に、「備考」に変更理由等を記入してください。

　　　（例）令和６年度に報告済の内容　→（６）

（注）・対象学部等の位置が大学本部の位置と異なる場合には、本部の位置を（　）書きで記入してください。

任期満了のため（７）

学　　長

職　　名

　　　　ください。

任期満了のため（７）理 事 長

（４） 管理運営組織

(注)・「変更状況」は、変更があった場合に記入し、併せて「備考」に変更の理由と変更年月日、報告年度を
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変更前 変更後 変更前 変更後 変更前 変更後

2年次 2年次

1 1

　経済学部 人 人

　　　経済学科 250 270 3年次 3年次 1005 1085

人 人 1 1 人 人 年度
　　学士（経済学） 人 人

4年次 4年次

0 0

人 人

対象年度

区　分 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期 春季入学 その他の学期

人 人 人 人 人 人 人 人 270人 人 270人 人

－ － － － 2874 3535

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　3　) (　 　) (　3　) (　 　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ - ] [ 　 ] [ - ] [ 　 ]

－ － － － 2810 3434

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　3　) (　 　) (　3　) (　 　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ - ] [ 　 ] [ - ] [ 　 ]

－ － － － 1060 986

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　2　) (　 　) (　3　) (　 　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ - ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ]

－ － － － 286 289

(　－　) (　－　) (　－　) (　－　) (　 　) (　 　) (　 　) (　 　) (　1　) (　 　) (　2　) (　 　)

[ － ] [ － ] [ － ] [ － ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ 　 ] [ - ] [ 　 ] [ - ] [ 　 ]

入学定員超過率

Ｂ／Ａ

　　　・　「収容定員充足率」には、報告年度から起算した修業年限に相当する期間までの報告年度における５月１日現在の収容定員数に対する学生数の割合を記入してください。

　　　　報告年度から起算した修業年限に相当する期間の収容定員充足率を記載してください。
　　　・　「収容定員充足率（控除後）」には、「収容定員充足率」が1.00倍を超える場合、「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」
　　　　第１条第２項により修業年限超過者を控除した場合及び附則第２項及び第４項を適用した場合の控除及び適用後の「収容定員充足率」を記入してください。
　　　　なお、「収容定員充足率」が1.00倍以下の場合や、1.00倍を越える場合であっても上記の控除及び適用がない場合には、「－」としてください。
　　　・　「（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等」の「平均入学定員超過率」及び「収容定員充足率」は、「２　既設大学等の状況」AC対象学部学科等の倍率と一致しますので、

備　考

収容定員
充 足 率

1.09倍 1.06倍

収容定員
充 足 率

（控除後）

春季入学以外の学
期区分について

－

春季入学以外
の入学時期と
入学定員内訳

－

[ 　－　 ]

(　－ 　)

調査対象学部等の
名称（学位）

(　　 　)

定員変更年度
学生募集の停止

について

令和6

Ａ　 入学定員

[ 　－　 ]

(　－ 　)

4

年

令和２年度 令和６年度

　　　・　転入学生は記入しないでください。

1.071.05－

　　　　「備考」に「令和○年度から学生募集停止（予定）」と記載してください。（学生募集停止を予定していない場合は「－」を選択。）

(注)・　当該調査対象の学部の学科等、定員を定めている組織ごとに記入してください（入試区分ごとではありません）。

　　　　（大学であれば「学科」、短期大学であれば「専攻課程」）のほか、それらのコースや専攻単位でも記載したものを、別ファイルにて提出してください。
　　　・　様式は、令和２年度定員変更の４年制の学科が完成年度を越えて報告する場合（令和７年度までの６年間）ですが、

　　　・　認可後さらに定員を変更した場合は、「備考」に変更前の人数、変更年月及び報告年度を（　）書きで記入してください。
　　　　設置計画履行状況等調査の対象期間が７年を越え、様式に変更が必要な場合には、別途ご連絡ください。

[ 　　　 ]

(　　 　)

[ 　　　 ]

(　1　)

[ 若干名 ]

(　1　)

[ 若干名 ]

志願者数

　　　・　なお、課程認定等によりコースや専攻に入学定員を定めている場合は、法令上規定されている最小単位

　　　　 該当がない年度には「－」を記入してください。

Ｂ　 入学者数

合格者数

受験者数

　　　・　学生募集停止を予定している場合は、「学生募集の停止について」で「新規入学者を募集停止予定」を選択するとともに、

（５）　調査対象学部等の名称、定員、入学者の状況等

修業年限
収容定員編入学定員

－ －

入学定員

設 置 時 の 計 画

令和５年度令和３年度 令和７年度令和４年度

　 　 ・ 報告年度に春季入学以外の学期区分の設定を予定している場合は、「春季入学以外の学期区分について」で「春季入学以外の学期区分を設ける予定」を選択するとともに、
　　　　下欄に、入学時期と入学定員の内訳（予定を含む）を記載してください。（春季入学以外の学期区分の設定を予定していない場合は「－」を選択。）

　　　　　留意して計算してください。

　　　・　報告年度の５月１日現在の情報を記入してください。（過年度については、各年度末時点の情報として記入してください。）
　　　・　調査対象学部等の定員変更年度から報告年度まで記入してください。なお、定員変更年度以前は「－」を記入してください。
　　　・　（　 ）内には、編入学の状況について外数で記入してください。なお、編入学を複数年次で行っている場合には、((  ))書きとするなどし、その旨を「備考」に付記してください。

　　　　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

　　　　我が国の大学（大学院を含む。）、短期大学、高等専門学校、専修学校（専門課程）及び我が国の大学に入学するための準備教育課程

　　　　なお、計算の際は小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。また、完成年度を越えて報告書を提出する大学等は、

　　　・　留学生については、「出入国管理及び難民認定法」別表第一に定められる「『留学』の在留資格（いわゆる「留学ビザ」）により、

　　　　に分けて数値を記入してください。春季入学のみの実施の場合は、その他の学期欄は「－」を記入してください。
　　　・　「入学定員超過率」については、各年度の春季入学とその他の学期を合計した入学定員、入学者数で算出してください。

　　　　を設置する教育施設において教育を受ける外国人学生」を記載してください。

　　　　算出に当たっては、「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和８年度開設用）Ⅳ.33収容定員の充足状況」をご確認ください。

　　　・　短期交換留学生など、定員内に含めていない学生については記入しないでください。
　　　・　学期の区分に従い学生を入学させる場合は、春季入学とその他の学期（春季入学以外の学期区分を設けている場合）

　　　・　[ 　 ]内には、留学生の状況について内数で記入してください。該当がない年度には「－」を記入してください。
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大 学 の 名 称
収容定員充足
率0.7倍以下の
学科数

0
収容定員充足
率1.15倍以上
の学科数

1

年 人 年次 人 年度 年度

人

文学部 4 530

2年次
5

3年次
5

2145 - - 平成13年

　宗教文化学科 4 70

2年次
1

3年次
1

285 学士
（文学）

- 昭和45年

　歴史学科 4 130

2年次
1

3年次
1

525 学士
（文学）

- 昭和49年

　英語英米文化学科 4 110

2年次
1

3年次
1

445 学士
（文学）

- 昭和61年

　日本文化学科 4 110

2年次
1

3年次
1

445 学士
（文学）

- 昭和63年

　グローバル英語学科 4 110

2年次
1

3年次
1

445 学士
（文学）

- 平成13年

商学部 4 250

2年次
1

3年次
1

1005 - 昭和28年

　商学科 4 250

2年次
1

3年次
1

1005 学士
（商学）

昭和28年

経営学部 4 290

2年次
1

3年次
1

1165 - 平成2年

　経営学科 4 290

2年次
1

3年次
1

1165 学士
（経営学）

平成2年

経済学部 4 270

2年次
1

3年次
1

1085 - 平成25年

　経済学科 4 270

2年次
1

3年次
1

1085 学士
（経済学）

平成25年

法学部 4 295

2年次
2

3年次
2

1190 - 平成14年

　法律学科 4 190

2年次
1

3年次
1

765 学士
（法学）

昭和32年

　現代社会法学科 4 105

2年次
1

3年次
1

425 学士
（法学）

平成14年

総合政策学部 4 210

2年次
1

3年次
1

845 - 平成10年

　総合政策学科 4 210

2年次
1

3年次
1

845
学士

（総合政策
学）

平成10年

健康科学部 4 260

2年次
1

3年次
1

1045 - 平成20年

　心理学科 4 - - - 学士
（心身科学）

平成15年

　健康科学科 4 180

2年次
1

3年次
1

725 学士
（健康科学）

平成16年

同上

-

令和４年度より学部名称変更
（心身科学部より）

令和４年度入学生より学生募集停止

1.07 同上1.06

1.03
愛知県日進市
岩崎町阿良池12

1.06 1.05 -

-
愛知県日進市
岩崎町阿良池12

-

1.09 1.06 同上

1.07 1.04 -

1.03 1.00 同上

1.03

愛知県名古屋市
北区名城3-1-1

1.08

1.09 1.06

1.14 1.11

1.06

1.06

備　　考

-

愛知県日進市
岩崎町阿良池12

同上

所在地

同上

同上

同上

-

２　既設大学等の状況

既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定員変更
年度

（AC期間
の学科の
み）

開設
年度

愛　知　学　院　大　学

収容定員
充足率

収容定員
充足率

（控除後）

倍

1.06

1.16

1.06

1.03

1.05

1.05

倍

1.04

-

同上

1.12

1.04

1.05

1.05

1.03

1.04

0.97

1.08

1.08

1.08

1.04

1.04
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　健康栄養科 4 80 - 320 学士
（健康科学）

平成20年

心理学部 4 160

2年次
1

3年次
1

645 - 令和4年

　心理学科 4 160

2年次
1

3年次
1

645 学士
（心理学）

令和4年

薬学部 6 145 - 870 - 平成17年

　医療薬学科 6 145 - 870 学士
（薬学）

平成17年

歯学部 6 125 - 750 - 昭和36年

　歯学科 6 125 - 750 学士
（歯学）

昭和36年

大学全体 - 2535

2年次
13

3年次
13

10745 - -

大 学 の 名 称
収容定員充足
率0.7倍以下の
学科数

0
収容定員充足
率1.15倍以上
の学科数

0

年 人 年次 人 年度 年度

人

歯科衛生学科 3 100 - 300 短期大学士
（歯科衛生） - 平成18年

短期大学部全体 - 100 - 300 - - -

　　　・「収容定員充足率」には、報告年度における５月１日現在の収容定員数に対する学生数の割合を記入してください。

　　　・「収容定員充足率（控除後）」には、「収容定員充足率」が1.00倍を超える場合、「大学、短期大学及び高等専門学校の設置等に係る認可の基準」
　　　　第１条第２項により修業年限超過者を控除した場合及び附則第２項及び第４項を適用した場合の控除及び適用後の「収容定員充足率」を記入してください。
　　　　なお、「収容定員充足率」が1.00倍以下の場合や、1.00倍を越える場合であっても上記の控除及び適用がない場合には、「－」としてください。

0.97

0.97

0.81

0.81

1.02 -

1.02

愛知県日進市
岩崎町阿良池12

（1年次）
愛知県名古屋市
千種区楠元町

1-100
（2-6年次）

0.86 -

0.86

愛知県名古屋市
千種区楠元町

1-100
（1年次-4年次）
愛知県名古屋市
千種区末盛通

2-11
（5-6年次）

1.05 1.03 同上

1.04 1.04 -

1.04 1.04 同上

　　　　また、0.7倍以下又は1.15倍以上の学科については、必ず太字にしてください。当該設定は、学科のみとし、学部及び専攻を太字にする必要はありません。
　　　・「備考」の欄については、学年進行中の入学定員の増減や学生募集停止など、収容定員に影響のある情報を記入してください。

　　　　開設後、完成年度を迎えていない学科等については、開設年度から報告年度までの報告年度における５月１日現在の収容定員数に対する学生数の割合を記載してください。

      ・本年度ＡＣの対象となる学部等については、必ず下線を引いてください。

　　　・学部の学科等、「入学定員を定めている組織」ごとに全ての組織を記入してください。
　　　　※「入学定員を定めている組織」ごとには、課程認定等によりコース・専攻に入学定員を定めている場合を含めます。
　　　　　履修上の区分としてコース・専攻を設けている場合は含めません。

　　　・記載項目以外、保護をかけています。不要な行は、「非表示」設定としてください。また、記載する必要がない学校種の記載欄については、
　　　　「入学定員超過率」及び「収容定員充足率」が0.7倍以下又は1.15倍以上の学科数を記入する項目を「－」とした上で、「非表示」設定としてください。

        なお、本調査の対象となっている大学等の設置者が設置している他の大学等の状況については、記入する必要はありません。

(注)・本調査の対象となっている大学、短期大学及び高等専門学校（以下「大学等」という。）について、既に設置している学部等
　　　　（短期大学、高等専門学校にあっては学科等）の報告年度の５月１日現在の状況を記入してください。（大学院、専攻科及び別科を除く）。

　　　　算出に当たっては、「大学の設置等に係る提出書類の作成の手引（令和８年度開設用）Ⅳ.33収容定員の充足状況」をご確認ください。

　　　・「収容定員充足率（控除後含む）」は、小数点以下第３位を切り捨て、小数点以下第２位まで記入してください。

-

1.07 -

1.05

-

倍

収容定員
充足率

（控除後）

　愛　知　学　院　大　学　短　期　大　学　部

1.02

1.07

倍

収容定員
充足率

　　　　詳しくは、本シート右に記載のコメント機能で操作方法を案内していますのでご参照ください。

-

　　　・「所在地」及び「備考」欄については、セルの結合ではなく、書式設定より設定の上、文字サイズ変更を行ってください。

開設
年度

所在地既設学部等の名称
修業
年限

入学
定員

編入学
定　員

収容
定員

学位又
は称号

定員変更
年度

（AC期間
の学科の
み）

備考

愛知県名古屋市
千種区楠元町

1-100
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区　　　分
今後の

の実施計画

認　可　時

（令和5年度）

設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和6年度）

設置計画履行状況

調　査　結　果

（令和6年度）

　　　　【令和６年度報告書から記載内容に変更がある場合】
　　　　　令和６年度報告書の記載内容を転記し文末に「（６）」と記載した上で、変更後の「履行状況」及び
　　　　　「今後の実施計画」を記載し文末に「（７）」と記載してください。
　　　　【令和６年度報告書から記載内容に変更がない場合】
　　　　　令和６年度報告書の記載内容を転記し文末に「（６）（７）」と記載してください。
　　　　【令和７年度から新たに調査対象となった学科等又は令和６年度設置計画履行状況調査で付された指摘の場合】
　　　　　「履行状況」及び「今後の実施計画」を記載し文末に「（７）」と記載してください。

【ＡＣ】
指摘事項
（改善）

履行中

履行中

・今後も引き続き、入学定員管理の
徹底を図るとともに、収容定員を超
過しないよう継続的な見直しと是正
に努める。（７）

・今後も引き続き、入学定員管理の
徹底を図るとともに、収容定員を超
過しないよう継続的な見直しと是正
に努める。（７）

・同一設置者が設置す
る既設学部等（文学部
宗教文化学科）の収容
定員超過の改善に努め

ること。

・同一設置者が設置す
る既設学部等（法学部
現代社会法学科）の収
容定員超過の改善に努

めること。

・令和6年度は志願者数が増加した
ものの、入学定員収容率を1.07倍に
抑え、前年度比で▲0.09ポイント改
善した。これを受けて、本学では収
容定員超過の是正を徹底し、令和7
年度には収容定員率を1.14倍まで抑
えることができ、収容定員超過の緩
和につながった。（７）

・令和6年度は志願者数の増加に伴
い、入学定員収容率が1.25倍、収容
定員超過率が1.15倍となった。これ
を受けて、本学では入学定員管理の
徹底を図り、令和7年度には入学定
員収容率を1.08倍に抑え、前年対比
で▲0.05ポイントの改善をしてい
る。（７）

【ＡＣ】
指摘事項
（改善）

３　附帯事項等に対する履行状況等

附　帯　事　項　等 履　行　状　況

【認可】
留意事項

履行済該当なし

　　　・　認可時に付された附帯事項に対する履行状況等の記載に当たっては、以下のとおりに記載してください。

　　　・　「設置計画履行状況調査結果」には、当該年度の調査の結果、当該大学に付された指摘を
　　　　全て記入するとともに、付された指摘に対する履行状況等について、具体的かつ明確に記入してください。
　　　　その履行状況等の参考や根拠となる資料があれば、添付してください。
　　　・　「履行状況」では、履行中であれば「履行中」、履行が完了していれば「履行済」を選択してください。
　　　・　該当がない場合には、「附帯事項等」の部分に「該当なし」と記入してください。
　　　・　「設置計画履行状況調査結果」には、当該調査の実施年度の年を記入してください。

(注)・　「認可時」には、認可時に付された附帯事項と、それに対する履行状況等について、
　　　　具体的に記入してください。
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